
○美咲町住宅団地分譲条例施行規則 

平成１７年３月２２日 

規則第１３２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、美咲町住宅団地分譲条例（平成１７年美咲町条例第２２３号。

以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、美咲町住宅団地（以下「宅地」と

いう。）の分譲について必要な事項を定めるものとする。 

（分譲） 

第２条 宅地の分譲は、公募によるものとし、公示、町広報紙等適当な方法により、

住民に周知しなければならない。ただし、特別の事情がある場合は、町長が別に定

める方法による。 

２ 宅地は、投機を目的として分譲を受けることはできない。 

３ 宅地の分譲は、１世帯１区画とする。ただし、災害その他やむを得ない理由があ

ると認められるときは、この限りでない。 

（譲受人の資格） 

第３条 宅地の譲受人（以下「譲受人」という。）となることができる者は、次の各

号に掲げる条件を具備する者でなければならない。 

（１） 本人又はその親族が居住する住宅を建設するための宅地を必要としている

こと。 

（２） この規則に基づいて定める分譲代金及び住宅を建設するための資金調達が

できること。 

（３） 第三者（本人又はその親族が居住するための住宅を必要とする者に限る。

以下同じ。）に住宅用分譲地とともに譲渡することを目的として住宅の建設を行

う者であると町長が認める者（以下「住宅建設業者」という。）で、住宅用分譲

地の購入に必要な資金の支払能力を有する者。 

（分譲の申込み） 

第４条 宅地の分譲を希望する者は、美咲町住宅団地分譲申込書（様式第１号）によ

り町長が指定する期日までに申し込むものとし、申込者が多数のときは、抽せん等

適正な方法により譲受人を定めるものとする。 

２ 町長は、譲受人を選定した場合は、速やかにその旨を本人に通知しなければなら

ない。 

（分譲価格等） 

第５条 宅地の画地面積及び地番（当分の間、号地で表示する。）並びに分譲価格は、

別表のとおりとする。 

（契約の締結） 

第６条 第４条第２項の通知を受けた譲受人は、町長の指定する期日までに美咲町住

宅団地分譲契約書（様式第２号）により宅地分譲契約（以下「契約」という。）を

締結するものとする。 



２ 契約しようとする譲受人は、分譲価格の２０パーセント相当額の契約保証金（以

下「保証金」という。）を納入しなければならない。 

３ 保証金には、利子をつけない。 

４ 譲受人は契約締結日から起算して６箇月以内又は町長が指定する日までに、宅地

分譲代金から既に納入した保証金を控除した額を、町に支払わなければならない。 

５ 前項に規定する納入期限の翌日から払込みの日までの日数に応じ、年１４．６パ

ーセントの延滞金を徴収できるものとする。 

（分譲決定の取消し、契約解除） 

第７条 町長は、譲受人が次の各号のいずれかに該当する場合には、分譲の決定を取

消し、又は、契約を解除することができる。 

（１） 分譲の申込みが、虚偽の記載又は不正の手段によって行われたとき。 

（２） 第３条に規定する資格要件を欠くに至ったとき。 

（３） 前条に規定する契約を、町長が指定する期日までに締結しないとき。 

（４） 宅地分譲代金の支払いが、指定期日の翌日から１箇月以上遅延したとき。 

（５） 特別な事情により、分譲の決定の取消し、又は契約解除の申し出をしたと

き。 

（６） 周辺の環境を乱し、又は、他に迷惑を及ぼす行為をしたとき。 

２ 前項の規定により、契約を解除した場合は、既に支払われた分譲代金（保証金を

含む。以下同じ。）を譲受人に返還するものとする。ただし、返還金には利子をつ

けない。 

（損害賠償） 

第８条 前条による契約解除の場合において、町長は譲受人に対し損害賠償及び違約

金として契約保証金の１００分の３相当額を請求することができるものとする。 

２ 前項の損害賠償をしない場合は、既納の代金をこれに充当することができる。 

（所有権移転登記） 

第９条 宅地の所有権移転登記は、分譲代金完納後速やかに町において嘱託できる。 

２ 譲受人は、登記に必要な書類の提出を求められたときは、遅滞なく町へ提出しな

ければならない。 

３ 登記に関し必要な費用については、譲受人において負担しなければならない。 

（宅地の引渡し） 

第１０条 宅地の引渡しの際は、町長の指定する職員と、譲受人双方立会いの上で行

い、引渡書を作成し、町長及び譲受人が各１通を保有するものとする。 

（公共物件の管理義務） 

第１１条 宅地分譲の譲受人は、地区内公園、道路等公共物件については、協同して

善良な管理をするものとする。 

２ 譲受人は、前項に定められた公共物件の維持管理に必要な費用を負担しなければ

ならない。 

（その他） 



第１２条 この規則に定めるほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年３月２２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の柵原町住宅団地分譲条例施行規則（昭

和４７年柵原町規則第１５４号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、

この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１９年３月２８日規則第２８号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年４月１日規則第２２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２０年３月１７日から適用する。 

附 則（平成２１年９月４日規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月１日規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年１月１８日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年２月１０日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年１１月１０日規則第２２号） 

この規則は、平成２２年１１月１０日から施行する。 

附 則（平成２３年３月１日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年２月２５日から適用する。 

附 則（平成２５年５月１３日規則第２３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年４月３０日規則第１４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年７月２５日規則第２９号） 

この規則は、平成２６年８月１日から施行する。 

附 則（平成２６年８月１８日規則第３０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２６年８月１日から適用する。 

附 則（平成２７年６月２５日規則第２０号） 

この規則は、平成２７年９月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月３０日規則第３４号） 

この規則は、平成２７年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１月２６日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２８年１月１日から適用する。 



附 則（平成３０年４月２３日規則第２７号） 

この規則は、平成３０年４月２３日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月３０日規則第６８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年６月１０日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月３０日規則第１６号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。



 



 



 



 



 



 



 



別表（第５条関係） 

様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

 


